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<研究ノート>自治体における国有財産譲与図面の取
り扱い









　1994 年 8 月 2 日，内閣に高度情報通信社会推
進本部が設置された．その後，2001 年の「e-Japan
戦略」1） 等を経て，現在も自治体では，電子情報













情 報 シ ス テ ム（Geographic Information Sys-
tem））の効率的な利用が行われている．
　総務省の地方自治情報管理概要（2017a）によ
ると，2016 年 4 月現在，全国 1,741 の自治体のう






















法 政 地 理













Keywords： Decentralization of power， Non-legal public properties， Map of national properties 































ど）の面積は，約 4,300 km2 と言われており，富







































































































部地方の静岡県，山梨県の合計 11 都県，31 自治
体にて行った．人口は，50,000 人までが 11 都市，
50,001 人から 100,000 人までが 9 都市，100,001 人
か ら 200,000 人 ま で が 7 都 市，200,001 人 か ら
300,000 人までが 3 都市，30 万人を超える都市が
1 都市であった．行政面積は，100 km2 以下の自
治体が 14 自治体，100 km2 を超え 200 km2 以下
の自治体が 7 自治体，200 km2 を超え 300 km2 以
下の自治体が 3 自治体，300 km2 を超え 400 km2
以下の自治体が 3 自治体，400 km2 を超える自治
体が 5 自治体，であった2）．期間については，
2014 年 7 月から 2015 年 10 月まで，及び 2016 年
11 月から 2017 年 7 月まで現地調査を行った．
2014 年 7 月から 2015 年 10 月にかけて現地調査
を行った自治体については，2016 年 11 月から
2017 年 7 月までに再度電話にて担当者に再確認
した． 









































































































































































































により開示するとした決定（平成 17 年 12 月 21

















































応」が 16 自治体，「申請時と同様の紙図面」が 9













































1 東北 D D ● △ ○
2 東北 E A ● △ ○
3 東北 E B ◇ △ ○
4 東北 E B ◇ △ ○
5 東北 B A ○
6 東北 D B ● ◎ ○
7 東北 B A ○
8 東北 A A ○
9 北関東 A B △ ○
10 北関東 A C ● ○
11 北関東 D C ● ○
12 北関東 E E ◇ △ ○
13 南関東 A C ○
14 南関東 A B ◎ ○
15 南関東 C B ◇ ○
16 南関東 B A ● ◎ ○
17 南関東 C A ◇ △ ○
18 南関東 C C ◇ ○
19 南関東 A C △ ○
20 南関東 A C △ ○
21 南関東 A C △ ○
22 南関東 A B ● △ ○
23 南関東 B B ● ○
24 南関東 A A ● △ ○
25 南関東 B D △ ○
26 南関東 A B △ ○
27 南関東 A D △ ○
28 中部 B A ○
29 中部 A A ○
30 中部 B A ○














































































































































主に 1999 年から 2005 年にかけて合併が行われ，
1999 年 3 月 31 日に 3,232 あった自治体が 2010 年










　31 自治体のうち 15 自治体が，2000 年以降市町
村合併を行っていた（第 1 表）．合併数について
は，旧市町村数を 3 自治体以下と 4 以上に分けた．
4 自治体以上の合併では，調査した 6 自治体のう
ち全てが，行政面積が 200 km2 以上となった．3
自治体以下の場合においては，合併後の行政面積




体については，2 から 3 自治体の合併の場合が多









































































































 1） 2001 年 1 月，我が国が 5 年以内に世界最先端の
IT 国家となるために策定された戦略のことである．
 2） 国土地理院，平成 28 年全国都道府県市区町村別
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